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は 2012 年 3 月に、南海トラフの巨大地震の震源域と規模をそれぞれ 2003 年公表時の 2倍・3倍にし、各
地の震度分布・津波波高の想定を公開した。その後 8 月に、再度津波波高の予測を見直すとともに、物
的被害、人的被害による被害想定を発表し、最悪 32 万人の死者が出る可能性があるとした。さらに、2013






















































   (１）理論的方法 
 （２）経験的方法 
 （３）半経験的方法 



















































































































る。1972 年にローマクラブが発表した「成長の限界」は現在の傾向が続けば 100 年以内に地球上の成長
は限界に達すること、その破局を避けるために成長から均衡へと移っていくことの必要性を訴えた[1-56]。
近年では人類の産業経済活動によって温室効果ガスが過剰に放出されることにより、地球上の気温が上







産業の CO2排出量の約１/3 と廃棄物量の約１/5 を占めている建設業界における環境負荷削減の努力や対
策は極めて重要である。従って、建築分野では「建設分野における生涯 CO２排出量を 30%削減、建築物の















































 第 1 章では、本研究の背景、既往の研究、研究の目的および本論文の構成について記述した。 






















 第 5 章では、高精度な強震動予測が都市防災や安全な構造物を設計する上で非常に重要であることか
ら、第 4章で整理した情報をもとに、地震調査推進本部による特性化震源モデル（2003）[1-4]に参考にし









400km 以内の K-NET、Kik-net、JMA 観測点における木造建物、中低層 RC 造建物、低層鉄骨建物の年代別、
階数区分別の被害率予測を実施している。 
 第 7 章では、被害地震によって建物が破壊されると、その建て替えや修復に大量の資源やエネルギー
が使われるだけでなく、大量の災害廃棄物が発生し、その廃棄物を処理する際にも多くの環境負荷が発
生することになるため、第 6 章で実施された建物の被害率予測結果、すなわち想定した海溝型巨大地震
の単独および連動発生時の震源域から 400km 以内の K-NET、Kik-net、JMA 観測点における木造建物、中
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第 2章 耐震補強の有効性に関する実証的検討 
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災会議，2005）[2-6]において、住宅や多数の者が利用する建築物の耐震化率を平成 15 年の 75%から平成
27 年までに少なくとも 9割とする目標を定めるとともに、政府の「新成長戦略」及び「住生活基本計画」








で最大約 182 万棟の建物が全壊・焼失すると想定されており、その 8 割以上（約 154 万戸）が揺れや地
震火災によるものとした。図 2-1 に想定南海トラフ巨大地震の基本ケースを例として建物の耐震性が強
化された場合の効果を推計した結果を示す。住宅の耐震化率の現状は全国平均で約 79%（平成 20 年）と
されている。昭和 56 年以前の旧耐震基準の建物の建替や耐震補強等が行われ、現状よりも建物の耐震化
率 100%を推進し、耐震性を持たせることにより、揺れによる建物の全壊棟数は大きく減少することから、











整備 5 ヶ年計画内に耐震化率 93%、平成 27 年には耐震化率 98%を達成することが目標とされる中で、京














































二ヶ所ある。図 2-3 にはその 1 階平面図を示す。なお、今回の耐震補強工事では西棟の西側には 1 スパ
ン増築棟が追加された。図 2-3 の青色の丸印で示している処である。写真 2-1 には本館 M 棟の北側から
の外観写真を示す。 
 巨大災害研究センター棟は昭和 48 年に建設され、1 階が高床式となっており、床下部に、第 2 種構造
要素柱が存在する鉄筋コンクリート造 3階建ての建物である。1階の 1スパンは平屋となる。図 2-4 には
その 1階平面図を示す。長手方向（X方向）は 6スパン、短手方向（Y方向）は 4スパンからなる構造物







































































































修工事が開始された。宇治キャンパス研究所本館は M棟、N棟、 E 棟、W棟および増築棟からなり、耐震
補強工事前はエキスパンションジョイントあるいは直接縁がつながった鉄骨造 5 階建ての建物である。
図 2-3 から分かるように本館 M棟は耐震改修前には E棟と W棟と結合されていたが、第Ⅰ期工事の際に E
棟と、第Ⅲ期工事の際に W 棟と切り離された。第Ⅱ期工事の際に M 棟は E 棟とはエキスパンションジョ
イントで接続し、M棟の西側の東半分には地下 1階（B1）があり、1階の真中にピロティ（通路）が一ヶ
所ある。 
 M 棟の耐震診断結果及び補強計画を表 2-1 に示す。耐震診断では、鋼材の錆状況については進行してお
らず問題ないと診断されたが、長手方向は純ラーメン架構であり、1 階～4 階において Is 値、qi 値は目
標値を下回り、短手方向も Is 値、Qi 値は目標値を下回って耐力が不足していると診断された。1 階～4
階の剛性が小さいため 1階～4階には鉄骨ブレースによる強度型の補強が必要という診断になった。目標
耐震性能は Is 値（建物の強度や粘りに加え、その形状や経年状況を考慮した耐震指標）0.7 以上、qi 値
（保有水平耐力：建物が地震による水平方向の力に対して対応する強さ）は 1.0 以上とされ、建物の使
用機能を極力害わないで建物の耐力を増強するために、逆 V 字形鉄骨ブレースを設け耐力の向上が計ら
れている。ブレースの配置は長手方向両端通りの 1階において 13 ヶ所、2階～4階で各 12 ヶ所の合計 49
ヶ所に設置され、短手方向において北側通りと真中通りの間に 1 階～3 階で各 10 ヶ所、4 階で 8 ヶ所の









2-2 にはその耐震補強前の北西面からの外観写真を示す。図 2-4 には 1階平面図を示す。その耐震診断で 
 
表 2-1 本館 M棟(南棟)の耐震診断及び補強計画 
階 ブレース 階 ブレース
数 Isx ｑSｔ* Isy ｑSｔ* Isx ｑSｔ* Isy ｑSｔ* 増設 数 Isx ｑSｔ* Isy ｑSｔ* Isx ｑSｔ* Isy ｑSｔ* 増設
5F 1.16 1.86 0.89 1.42 1.13 1.81 0.88 1.41 5F 1.22 1.95 1.11 1.78 1.26 2.01 1.14 1.83
4F 0.58 0.93 0.43 0.69 0.90 1.50 0.75 1.26 10 4F 0.58 0.94 0.53 0.82 0.94 1.53 0.82 1.30 10
3F 0.50 0.80 0.42 0.66 0.75 1.25 0.80 1.33 11 3F 0.43 0.69 0.43 0.67 0.72 1.16 0.72 1.18 11
2F 0.67 0.92 0.44 0.70 0.78 1.30 0.87 1.46 11 2F 0.76 0.90 0.69 0.87 1.01 1.34 0.92 1.35 11
1F 0.62 0.86 0.34 0.54 0.72 1.21 0.72 1.21 12 1F 0.65 0.88 0.65 0.85 0.79 1.14 0.82 1.19 11




 図 2-5 本館 M棟(南棟)の北側通りの鉄骨フレームに設置したブレース配置イメ-ジ図 
 
は、最大沈下量は両方向ともに 1/250 以下であり特に問題なく、コンクリート平均圧縮強度は 34N/mm2
であり、各階共に設計強度 21N/mm2を満足しているが中性化深さは 1階を除く階で鉄筋位置に達して、今
後鉄筋の錆発生が予測された。柱などの損傷度調査では、コンクリートのクラック診断が行われ、ひび
割れ 0.3mm 以上が測定された。壁面に 0.3mm 以上のクラックは各階共に多く見られ、床と梁については
それぞれ 2階、3階に一部クラックが見られた。2次耐震診断では、床下部のせん断柱や各階の脆性柱を
考慮し、2 階～床下部において Is 値は両方向共に目標値を下回って耐力が不足し、2 階～床下部の剛性








図 2-6 センター棟のある面の耐震補強断面図 
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 本研究の計測は 0.1 倍から 10,000 倍のアンプ付き、可搬型の 3 成分加速度計アカシ SMAR-6A3P（写真



























地表に 1 地点で同時に 15 分間の微動を計測し、2 階以上の各階の一端の地点を他端に盛り替えて、計 2
セットを微動計測した。センター棟には各階に 3地点および地表に 1地点で同時に 15 分間の微動計測を






うち、建物の 1階で得られた計測記録を iX 、建物の最上階もしくは屋上で得られた計測記録を iY として
解析を行った。まず、高速フーリエ変換(FFT)によって i番目の有限フーリエ変換 ( )iX  、 ( )iY  を求め
る。これらを用いて、解析に用いるＮ個のブロックのアンサンブル平均からパワースペクトル ( )XXS  、
( )YYS  とクロススペクトル ( )XYS  を計算する。 
 計算式は次式のようになる。 
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 上記のパワースペクトル、クロススペクトルから伝達関数 ( )H  、フェイズ関数 ( )  、コヒーレンス
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 微動観測データに基づき解析した本館の平均共振振動数を表 2-2 に示す。また、大塚ら[2-10]の解析した
E 棟の補強前、補強工事中の一つ観点のみの各地点の 1 次固有振動数も示す（ーは未計測を意味する）。
ただし、大塚ら[2-10]は建物の階ごとに観測した加速度波形のフーリエスペクトルの垂直方向と水平方向の
比の 1 次ピークから建物の共振振動数を求めているという点が我々の解析とは異なっている。耐震診断









短手 長手 短手 長手 短手_前 長手_前 短手_後 長手_後 短手 短手
西側_W 3.015 3.281 3.003 2.938
東側_E 2.886 3.337 2.708 2.943
西側_W 2.893 2.913 3.394 2.872
東側_E 2.923 2.986 3.456 3.078
西側_W 3.342 3.000 2.844 2.641
東側_E 2.641 2.970 2.618 2.515
西側_W 3.332 2.877 3.396 2.852
東側_E 3.451 2.893 3.417 2.897
北側_N 3.280 3.344 3.395 3.135
南側_S 2.992 3.314 3.398 3.084
南側_S 2.527 2.528 2.206 2.595 2.54 ー
南側_Sc 2.532 2.530 2.193 2.590 2.54 ー
北側_Nc 2.816 2.528 2.197 2.575 2.83 ー


















12                   (2.4.8) 
  222 mfk                      (2.4.9)   










推測される。例えば、M 棟東側の短手方向二回目の観測点（東側）の振動数 2.64Hz は耐震補強前の E 棟
長手方向の南側観測点の振動数 2.53Hz と近い値となっており、M棟西側の短手方向二回目観測点（西側）
の振動数 3.33Hz は耐震補強前の W棟長手方向二回目観測点（南側）の振動数 3.31Hz とほぼ同じ、M棟の
短手方向一回目観測点（北側）の振動数 3.28Hz は耐震補強前の N棟東側長手方向井二回目観測点（西側）








































   短手_w  短手_e  長手_w  長手_e               短手_w  短手_e  長手_w  長手_e 




















類似しており明確な変動が見られない。これはこの棟では耐震補強工事を行う前に W 棟および M 棟東側
とは既に切り離された状況のもとで微動観測を行ったためと推察される。 
 微動観測により解析したセンター棟の平均共振振動数を表 2-3 に示す。その標準偏差も示す。耐震改
修後は、センター棟の長手方向（EW）、短手方向（NS）の共振振動数は耐震補強前より大きく上がった。








表 2-3 センター棟の補強工事前後の微動観測による平均共振振動数 
NS EW NS EW NS EW
2F/1F 5.176 5.868 5.119 5.872 5.164 5.375
3F/1F 5.164 5.819 5.143 5.892 5.147 5.387
絶対偏差 0.070 0.072 0.062 0.056 0.058 0.051
2F/1F 6.160 6.466 6.226 6.437 6.173 6.303
3F/1F 6.132 6.466 6.222 6.449 6.128 6.303
絶対偏差 0.059 0.069 0.055 0.051 0.055 0.031
1.190 1.102 1.216 1.096 1.195 1.173



















減衰定数は 3%とする。研究所本館 M 棟西側と東側の振動解析モデルの重量、階高、剛性、1 次共振振動





表 2-4 本館 M棟 (南棟)東側の振動解析モデルのパラメーター 
 
表 2-5 宇本館南棟(M 棟)西側の振動解析モデルのパラメーター 
補強
方向
階数 重量 [ｔｆ] 高さ[cm] 剛性[tf/cm] 振動数[Hz] 重量 [ｔｆ] 高さ[cm] 剛性[tf/cm] 振動数[Hz]
5 1192.62 330 4240.36 1226.31 330 3050.39
4 927.63 330 3158.38 933.30 330 3716.11
3 927.63 330 3433.01 939.54 330 3913.67
2 933.97 330 4564.55 946.49 330 4728.03
1 1009.37 405 4728.98 1023.32 405 4868.57
階数
5 1192.62 330 6001.51 1226.31 330 3398.00
4 927.63 330 4123.17 933.30 330 4269.98
3 927.63 330 4934.51 939.54 330 5567.05
2 933.97 330 5960.13 946.49 330 7010.02








階数 重量 [ｔｆ] 高さ[cm] 剛性[tf/cm] 振動数[Hz] 重量 [ｔｆ] 高さ[cm] 剛性[tf/cm] 振動数[Hz]
5 844.67 330 3452.74 842.44 330 1608.69
4 862.50 330 2725.17 780.14 330 2406.09
3 877.87 330 2642.22 780.83 330 2373.62
2 899.09 330 4070.50 791.76 330 3031.71
1 891.38 405 4389.59 799.11 405 2796.74
階数
5 844.67 330 2755.40 842.44 330 1737.90
4 862.50 330 2098.25 780.14 330 2307.78
3 877.87 330 2222.69 780.83 330 2705.63
2 899.09 330 3430.80 791.76 330 3475.83















壊開始点 1のみ）での最大層間変形角応答分布を図 2-10 と図 2-11 にそれぞれに示す。 








とが分かる。1 階の応答自体は耐震補強前よりも若干大きくなっているが、耐震補強後は 1 階が最大で、
上階ではすべてそれ以下となっている。これは耐震補強の効果によるものと推定される。 
 以上から、 M 棟の西側・東側いずれの場合でも大破クライテリオンである最大層間変形角 1/30rad は 
図 2-9  対象となる位置に相当するメッシュで予測された波形(右は破壊開始点 1，左は破壊開始点 2) 
補強
方向
階数 重量[tf] 高さ[cm] 剛性[tf/cm] 振動数[Hz] 重量[tf] 高さ[cm] 剛性[tf/cm] 振動数[Hz]
3 338.60 337.5 2619.11 528.26 337.5 2426.57
2 492.09 337.5 2626.67 515.10 337.5 4031.30
1 592.56 337.5 3077.11 622.45 337.5 6320.25
方向
3 338.60 337.5 1544.94 528.26 337.5 3576.14
2 492.09 337.5 2087.87 515.10 337.5 3930.45
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は、震度 7 となったのは宮城県の栗原市の K-NET 築館だけであったが、震源断層面が数枚間にわたり連
動し、極めて大きかったことにより、強い揺れを観測した観測点が非常に広範囲にわたっている。震度 6
強となった観測点は、気象庁（JMA）観測点・自治体震度計を含め、宮城県、福島県、茨城県、栃木県の
4県 37 市町で 40 地点に及んだ。さらに震度 5弱となった観測点をみると、東北地方及び関東地方の大部
分を含む極めて広い地域で観測された。観測された地震動（防災科学技術研究所の強震観測網[3-10]K-NET，






に対して、福島県以南では 1つにまとまっている傾向が見られた[3-9]。図 3-2 には、震度 7が観測された






















究所の強震観測網[3-10]（K-NET，KiK-net）で震度 6弱以上が観測された 62 観測点の NS、EW 方向の擬似速
度応答スペクトルを求めた(減衰定数 5％)。図 3-3 には擬似速度応答スペクトルとその平均値±標準偏差
を示す。縦軸は、擬似速度応答スペクトルを、横軸は地震動の周期範囲を示す。また、大きな被害をも
たらした 1995 年兵庫県南部地震の JMA 神戸観測点の速度応答スペクトルも重ね書いた。兵庫県南部地震
の JMA神戸の応答スペクトルの周期 0.5～2秒では東北地方太平洋沖地震の計測震度が大きかった観測点











を超えないことが分かる(ただし，等価振動数が 4Hz 以上の K-NET 築館，MYG004 だけ例外)。 































































図 3-4 最大加速度-等価卓越振動数ダイアグラム（ Kawase，2011 ） 
3.3 観測強震動の構造物破壊能 
 








 本節では、この 2011 年東北地方太平洋沖地震によってもたらされた広域での建物被害を概略把握ため






図 3-5～図 3-10 には最大加速度が 200Gal 以上の観測点及びそこでの観測最大加速度、年代区別なしの
































































































































 佐藤[3-7]は経験的グリーン関数に基づき 2011 年東北地方太平洋沖地震（Mw9.0）に対する強震動生成領
域からなる震源モデルを構築した。すなわち宮城県沖に 2 つ、福島県と茨城県の県境の海岸沿いに 2 つ
の計 4 つの強震動生成領域における震源モデルである。強震動生成領域ごとにより破壊伝播速度が異な
っていることと 2 つの強震動生成領域の一部や全域が重なるように設定していることが特徴的である。
図 3-11 に 2011 年東北地方太平洋沖地震と経験的グリーン関数として用いる 2 つの地震の震央位置（気
象庁）とメカニズム（F-net）[3-13]、検討に用いた強震動観測点の位置を示す。強震動生成領域の探索範
囲と推定した強震動生成領域と破壊開始点も示している。経験的グリーン関数法に基づく震源モデルの
推定のために選択した北から南に延びる震源域をカバーするように選択した 15地点の KiK-net 観測点の
位置も示す（なおこの図は文献から借用した図である）。 
この図にあるように、強震動生成領域 1と 2では、図 3-11 の EQ4（Mw6.4）の地震を、強震動生成領域
3 と 4 では EQ6（Mw6.8）を経験的グリーン関数として、プレート境界地震の短周期レベルのスケーリン







示す。解析地点は東北地方太平洋沖地震の強震動生成領域中心点から 400km 以内の K-NET、KiK-net、JMA
強震観測点であり、東北日本を中心とした領域を対象とした。再現地震動による計測震度から求めた震



















 45.0  90.0  30.0  15.0 ―
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 観測記録と同様にして、建物被害率の推定に再現強震動の解析点における 200Gal を超える再現波形を
用いて、長戸・川瀬建物群モデルにより、旧耐震／新耐震、構造種別や階数ごとの建物の解析地点の推
定被害率分布を計算した。図 3-14～図 3-18 には最大加速度が 200Gal 以上の解析点、年代区別なしの木
造 2階建、鉄骨造 3階建や鉄筋コンクリート造 3階・9階建の旧耐震と新耐震の推定予測被害率分布を示
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第 4章 西南日本における地震活動の特徴と想定震源特性 
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昭和東南海地震 M7.9(1944 年)、昭和南海地震 M8.0(1946 年)が海域に発生し、地震動や津波などによる
大きな被害を生じた。一方、陸側の地域では、市街地の直下で発生した福井地震 M7.1(1948 年)、平成 7
年兵庫県南部地震 M7.2(1995 年)や比較的規模の大きな浅い地震の濃尾地震 M8.0(1891 年)などが挙げら
れ、市街地は壊滅的な被害を受けた。明治以降の震災について死者数で比較すると、大正関東地震






















































































































































































































































































































が多い。例えば、1944 年の東南海地震（M7.9）と 2年後の 1946 年の南海地震（M8.0）のように巨大地震
が数年おいて続けて発生したり、1854 年 12 月 23 日の安政東海地震（M8.4）とその 32 時間後の 12 月 24
日の安政南海地震（M8.4）のように数時間のうちに立て続けに発生したりしたことがある。さらに、東
海沖と南海沖でほぼ同時に２つの地震が起こった、あるいは東海沖から南海沖に至る海域全体で起こっ




































つも知られている。歴史の資料によれば M7 クラスの被害地震は、1649 年（M7.0）、1686 年（M7～7.4）、















































































り返して発生しており、歴史の資料にも数多くの記録が残っている（図 4-9）[4-1 ]。 記録をさかのぼる
と、古くは 684 年に、各地の地震動による被害とともに土佐で津波による多数の船の沈没と地震に伴う
地殻変動による田畑の水没があったことが記録されている。その後も、887 年、1096 年及び 1099 年、1361
年、1498 年、1605 年、1707 年、1854 年、1944 年及び 1946 年と、地震繰り返し周期は 1361 年以降の地










1946 年の南海地震（M8.0）のように巨大地震が数ヶ月から数年おいて続けて発生したり、1854 年 12 月
23 日の安政東海地震（M8.4）とその 32 時間後の 12 月 24 日の安政南海地震（M8.4）のように短時間のう
ちに立て続けに発生したりしたことがある。さらに、東海沖と南海沖でほぼ同時に 2 つの地震が起こっ
た、あるいは東海沖から南海沖に至る海域全体で起こったと考えられている 1605 年の慶長地震（M7.9）
や 1707 年の宝永地震もある。 









1944 年昭和東南海地震の発生は、前回の南海地震である 1854 年安政南海地震からおよそ 90 年の間隔で
発生した。さらに東南海・南海地震の今後 30 年以内の発生確率は 60%～70%程度[4-4]と言われており、２
１世紀の前半までには確実に発生が懸念されている。 
  











































































図４-11 地震調査研究推進本部による東南海地震・南海地震のアスペリティモデル(推本，2003) [4-1] 
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第 5章 西南日本海溝型地震の統計的グリーン関数による広帯域強震動予測 
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1996 年 8 月から 2005 年 3 月にかけ、マグニチュード M≧5.5、震源深さ≦60km、最大加速度≦200gal、
最大震源距離≦400km の条件を満たす 110 個（そのうち、内陸地震が 25 個、海溝型地震でプレート内地
震が 34 個、プレート間地震が 51 個である。その分類基準としては内陸地震では震源深さが 25km 以浅で
震源が内陸部であること、プレート間地震は震源深さが 25km 以深であることと、1997 年以前は Harvard 
[5-10]、それ以降は Freesia[5-11]の発震機構解などから低角逆断層であることとそのすべり方向がプレート
のもぐりこみ方向と一致していること、プレート内地震は震源深さが 25km 以深であることと発震機構解

































































































































アスペリティ 1 背景領域 1 アスペリティ 2 背景領域 2 アスペリティ 3 背景領域 3
地震モーメント(N・m) 1.416E+20 3.874E+20 4.005E+20 7.176E+20 1.416E+20 3.302E+20
面積(km2) 576 3168 1152 5868 576 2700
平均すべり量（cm） 601 299 850 299 601 299
実効応力（Mpa) 20.1 2.7 20.1 2.7 20.1 2.7
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 n      
  
ここでU(t)は大地震に対する合成波形、u(t)は小地震の観測波形、Nは大地震と小地震の断層面の長さの
比、C は応力降下量の比であり、*はたたみ込み積分を意味する。 F(t) は、大地震と小地震のすべり速度
関数の違いを表現した補正関数であり、Tは大地震の立ち上がり時間である。
sV は S波速度、 rV は破壊
伝播速度を表し、rは小地震と観測点間の距離、
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       (5.4.2)  
 
応力降下量は佐藤らの地震モーメントとコーナー周波数の関係式(5.4.3) [5-9]から推定した。また、要素
地震の重ね合わせ数 Nと Cは Irikura の式(5.4.4)と (5.4.5) [5-12]から求めることにした。 
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 図 5-6～図 5-8 に今回得られた最大加速度・最大速度と司・翠川[5-13]による水平最大加速度の距離減衰
式との比較を示した。想定東南海地震による最大加速度は距離減衰式と概ね一致しているものといえる。
一方、司・翠川[5-13]による速度距離減衰式は表層 30m の平均Ｓ波速度が 600 m/s での値であり、K-NET、

































図 5-6 想定東南海地震による最大加速度・最大速度 
 
 
図 5-7 想定東海地震による最大加速度・最大速度 
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第 6章 西南日本海溝型地震による想定地震動に基づいた建物被害予測 
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 南海トラフ沿いの西南日本では、100～150 年間隔で繰り返し発生しているＭ8 クラスの巨大海溝型地
震、東海・東南海・南海地震[6-1]があり、今後 30 年間の発生確率は極めて高いと評価され、人的被害・
物的被害が想定されてきた。しかし、2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震(東日本大震災)
により、これまで考えてきた震源の想定を根本的に見直すことが求められている。すなわち東北地方太
平洋沖地震相当規模となることも考える必要がでてきた。実際に内閣府は平成 24 年 3 月に、南海トラフ





































た RC 造の 3 階建モデル、6 階建モデル、9 階建モデル、12 階建モデル、鉄骨造の 3 階建モデル、4 階建































































































 入力地震動としては第 5 章で構築した南海トラフ沿いの海溝型巨大地震である、東南海地震と３連動
型巨大地震により引き起こされる推定強震動の加速度波形を用いる。これまでに解析した経験から最大
加速度が 200 Gal 以下ではほとんどの建物には大破以上の被害が生じないことから、想定東南海地震と










































































図 6-5想定東南海地震による長戸・川瀬モデルから求めた木造 2階建て被害率分布 
（左は，想定東南海地震における計測振動，右は，年代別なし木造 2階） 
 
図 6-6 想定東南海地震による長戸・川瀬モデルから求めた被害率分布（鉄骨造旧耐震， 
上は 3階建て、下は 4階建て）（左は，旧耐震推定被害率，右は，新耐震推定被害率） 
  
図 6-7 想定東南海地震による長戸・川瀬モデルから求めた被害率分布（鉄骨造， 5 階建て） 
（左は，旧耐震推定被害率，右は，新耐震推定被害率） 





図 6-9 想定東南海地震による長戸・川瀬モデルから求めた被害率分布（RC 造，上は 9階建て， 




































































































図 6-11想定連動型地震による長戸・川瀬モデルから求めた被害率分布（木造 2階建て） 















































































図 6-14 想定連動型地震による長戸・川瀬モデルから求めた被害率分布（上は，RC 造 3 階建て， 







































図 6-15 想定連動型地震による長戸・川瀬モデルから求めた被害率分布（上は，RC 造 9 階建て， 











































図 6-16 東南海・南海地震による被害率と連動型地震による被害率の比較（上は，木造 2階建て， 
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第 7章 西南日本海溝型地震による建物被害予測に基づいた環境負荷予測 
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本全産業の CO2排出量の約１/3 と廃棄物量の約１/5 を占めている建設業界における環境負荷削減の努力
や対策は極めて重要である。従って、建築分野では「建設分野における生涯 CO２排出量を 30%削減、建築





















定した CO2 目標値に比べどのぐらいの環境負荷が発生するかを明らかにする。 
  
項目
年代区別 -1981 1982- -1981 1982- -1981 1982-
木造建物
Ｓ造建物 0.33 0.21 0.28 0.10 0.86 0.46


























いて中破建物の修復に伴う CO2環境負荷も考慮する。表 7-1 はその被害率比を示している。 
 
 


























種別比率を使って木造と非木造それぞれに対して CO2負荷を予測した。非木造に関しては RC 造（SRC 造
を含む）と S造に区別し、その比率を昭和 56 年から平成 5年までの建築統計年報から求め、それぞれ 47％
(RC+SRC)、53％(S)とした。また、RC 造では 2 階から 13 階、S 造では 1 階から 5 階までを対象とし、そ
の階数ごとの比率を平成 15 年建築統計年報[7-17]に基づき全国の建物階数別延床面積の比率と同じとした。
対象とした階数の建物の割合は全建物に対して RC 造では 95％、S造では 93％を占めていた。木造建物で






木造 CO2負荷＝(被害発生時の倍率）×（床面積当り新築時 CO2排出量）×（木造建物延床面積） 




 ×[（0.47*RC 造階毎の被害率(2-13f）×その階の建物比率） 
 +（0.53×S 造階毎の被害率(1-5F)×その階の建物比率）]} (7.2.2) 
 
上記の式で必要な係数を表 7-2 および表 7-3 に示す。ここで建設現場の施行過程に伴う CO2 排出量は
37.4kg-CO2/m2として考慮した。 
 
























0.69 2.15 2.24 1.21
棟数（棟） 面積（m2) 棟数（棟） 面積（m2) 棟数（棟） 面積（m2)































 以上本研究では表 7-6 のように得られた災害廃棄物の面積当りの重量単位に中破と大破以上になる建
物の面積を掛けて木造建物と非木造建物の災害廃棄物を推定することとした。なお中破建物の廃棄物に
ついては中破建物による CO2排出量の計算と同じように 0.05 を掛けることにした。 
 























大きい地域で総 CO2負荷や廃棄物量が大きくなるからである。図 7-1 は CO2負荷を県ごとに集計したもの
を示しており、東南海地震が発生した場合には愛知・三重・和歌山の三県で排出される量が全体の 80%
以上を占めることが分かる。従ってこの三県こそ重点的に対策を行う必要がある地域であることが指摘








































































とが分かった。連動型地震に場合は、全被害建物から生じる CO2負荷量は約 3701 万トンで、1990 年の CO2
排出量の約 29％、京都議定書に設定した 5年間の削減目標値の 50％に相当する。また、生じる廃棄物量
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することが考えられる。平成 7年兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）では、昭和 56 年（1981 年）以前
の旧耐震設計基準で建てられた築15年を超える建物に大きな被害が集中したことが指摘されている[8-1]。 


















から 30 年である。事務所建築であってもその平均寿命は高々40 年程度で、耐用年数まで使用される建物
はむしろ例外的存在である。一方、地震調査研究推進本部の長期評価では、今後 30 年以内に東南海地震・
南海地震が発生する確率は 50%～60%とされているが、海溝性地震の場合には平均発生間隔が短いので、
現時点での瞬間確率と 30 年後の瞬間確率では 30 年後の方が有意に高くなる。言い換えると現時点での
瞬間確率は上記の期間確率を平均換算したものよりもはるかに低い確率となる。ちなみに過去のこの海
域での地震発生間隔は最も短くて 90 年であり、それを考慮すると 1944 年（昭和）東南海地震から 90 年
経過する 2034 年までは地震発生はないと想定することには一定の合理性がある[8-1]。 











- OLD NEW OLD NEW OLD NEW OLD NEW OLD NEW OLD NEW OLD NEW
34 31 18 18 9 36 19 28 23 52 49 45 32 24 12
19.5 13.5 9.8 15.7 18.6 18.4 11.8 16.2 12.1 30.0 28.8 25.6 21.6 20.9 23.1
15.2 7.7 7.4 14.7 8.0 13.2 11.2 11.5 7.3 23.1 20.7 19.9 15.4 15.9 18.0






- OLD NEW OLD NEW OLD NEW OLD NEW OLD NEW OLD NEW OLD NEW
19.5 13.5 9.8 15.7 18.6 18.4 11.8 16.2 12.1 30.0 28.8 25.6 21.6 20.9 23.1
14.2 7.9 1.8 12.1 7.7 9.3 6.5 9.1 4.9 19.0 17.7 15.1 12.5 9.1 9.9
























































は、第 7章までに用いた長戸・川瀬モデル[8-4，8-5]（モデル_1.00 と記し、以下同じ）の耐力を 1.25 倍（モ
デル_1.25）と 1.50 倍（モデル_1.50）に補強したと仮定し、想定東南海地震および３連動型地震による
被害率を第 6章と同様の手法により評価した。その結果を表 8-1 および表 8-2 に示すが、建物耐力を 1.25
倍にした場合は建物被害率が全てのモデルの種類を合わせて、東南海地震の場合は平均 27％減少し、建
物耐力を 1.50 倍にした場合には建物被害率は平均 47％減少することが分かった。３連動型地震の場合は
建物耐力を 1.25 倍にした場合には建物被害率は平均 32％減少し、建物耐力を 1.50 倍にした場合には建
物被害率は平均 51％減少することが分かった。その効果は旧耐震建物より新耐震建物の方が大きく、鉄






























- OLD NEW OLD NEW OLD NEW OLD NEW OLD NEW OLD NEW OLD NEW
82 74 47 47 25 89 45 48 60 120 119 107 74 61 34
24.3 12.4 9.1 17.9 13.4 17.9 13.9 14.0 19.3 26.7 28.3 28.7 24.3 22.1 20.3
18.6 9.0 6.1 10.1 7.4 13.6 8.5 7.9 12.3 19.5 21.7 21.9 18.3 16.0 12.5






- OLD NEW OLD NEW OLD NEW OLD NEW OLD NEW OLD NEW OLD NEW
24.3 12.4 9.1 17.9 13.4 17.9 13.9 14.0 19.3 26.7 28.3 28.7 24.3 22.1 20.3
15.6 6.1 2.3 5.3 4.4 10.8 6.6 7.2 8.2 15.8 17.4 16.5 13.1 12.0 10.6













































モデルの種類 RC造_3F RC造_6F RC造_9F RC造_12F S造_3F
 







CO2排出量 廃棄物 CO2排出量 廃棄物 (万円/t) (万円/t)
非木造建物_旧耐震 2.2% 7.4% 4.5% 14.9%
非木造建物_新耐震 2.7% 9.0% 5.1% 17.0%









旧耐震非木造建物の場合は耐震補強を行なうと仮定し、前川の 58 棟低層 RC 造建物の面積、補強前 Is
値、耐震補強費用係数（万円/m2・Is）を用いて、さらにそれぞれの建物新築費用（購入者単価 2)：17.87






得られた耐震増加コスト比と 1995 年産業連関表[8-8]から読み取って算定した CO2 と廃棄物の単価を表
8-3 に示す。その耐震コスト比を中破以上の被害が出る地域における全建物の床面積に掛けて耐力増加に
よる初期環境負荷を算定した。それぞれ図 8-1 と図 8-2 に示した。また、基本モデルと同じ手法で計算
されたモデル_1.25とモデル_1.50の環境負荷にも耐震コスト比をかけて被害建物の環境負荷増分も算定
した。それらの収支を考慮した 3 連動型の結果を表 8-5 に示した。CO2排出量は、建物耐力を 1.25 倍に
した場合、大破する木造と旧耐震非木造建物に係わる排出量をそれぞれ 5％、13％減少させる効果があり、
さらに建物耐力を 1.50 倍にした場合も旧耐震非木造造建物だけは 6％減となり、総計でも効果が出るこ
とが分かる。しかし、それ以外の中破建物寄与分や新耐震非木造建物については耐力を増大させると逆
に総 CO2排出量が増加してしまうことが分かる。一方廃棄物量に関しては、建物耐力を 1.25 倍、1.50 倍























































図 8-2 建物耐力の増加による廃棄物量の変化（３連動型） 
 
  
大破建物 中破建物 中・大破建物 大破建物 中破建物 中・大破建物
木造_全体 5% -1015% 6% 31% 31% 31%
非木造_旧耐震 6% -904% 8% 43% 42% 43%
非木造_新耐震 -120% -3854% -112% 45% 35% 45%
非木造_全体 -40% -1988% -36% 44% 40% 44%
全体建物 -12% -1483% -10% 37% 36% 37%
木造_全体 5% -522% 5% 17% 17% 17%
非木造_旧耐震 13% -460% 13% 31% 30% 31%
非木造_新耐震 -66% -2068% -63% 20% 23% 20%
非木造_全体 -16% -1051% -15% 27% 28% 27%
全体建物 -4% -777% -3% 22% 23% 22%
構造種類
木造_全体 27.3 1.4 28.7 47.4 2.4 49.8
非木造_旧耐震 4.0 0.2 4.2 9.8 0.5 10.3
非木造_新耐震 4.0 0.2 4.2 10.0 0.5 10.5
非木造_全体 8.0 0.4 8.4 19.9 1.0 20.9
全体建物 35.3 1.7 37.0 67.3 3.4 70.7
構造種類
木造_全体 1,048 52 1,101 122 6 129
非木造_旧耐震 111 5 115 25 1 27
非木造_新耐震 110 5 115 26 1 27
非木造_全体 220 10 230 51 3 54
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木造_全体 27.3 1.4 28.7 47.4 2.4 49.8
非木造_旧耐震 4.0 0.2 4.2 9.8 0.5 10.3
非木造_新耐震 4.0 0.2 4.2 10.0 0.5 10.5
非木造_全体 8.0 0.4 8.4 19.9 1.0 20.9
全体建物 35.3 1.7 37.0 67.3 3.4 70.7
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 本章では、建物耐力を 1.25 倍、1.50 倍に増大させた場合、東南海地震の場合は被害率も廃棄物量もそ
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第 9章 結論  
 
 
 9.1 本論文のまとめ 
 










































































とが分かった。連動型地震地震の場合は、全被害建物から生じる CO2負荷量は約 3701 万トンで、1990 年
の CO2排出量の約 29％、京都議定書に設定した 5 年間の削減目標値の 50％に相当する。また生じる廃棄
物量は約 7067 万トンで、1990 年の全国産業廃棄物の約 18％に相当し、巨大地震による環境負荷がかな
り大きいことが指摘できる。最後に、建物耐力を 1.25 倍、1.50 倍に増大させた場合、東南海地震地震の
場合は、被害率も廃棄物量もそれぞれ約 22、27%および約 28、47%減少し、連動型地震地震の場合は、被
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